
別紙 

 

1 特定事業の名称 

 

８０２  構造改革特別区域研究開発学校設置事業 

 

 

２ 当該規制の特例措置を受けようとする者 

   

喜多方市立熱塩小学校 

喜多方市立熊倉小学校 

喜多方市立堂島小学校 

 

 

３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 

 

   平成１９年４月１日 

 

４ 特定事業の内容 

(1) 事業に関与する主体 

喜多方市 

(2) 事業が行なわれる区域 

喜多方市の全域 

(3) 事業の実施期間 

平成 19 年４月 1 日より下記５(2)の教育課程の基準によらない部分が教育課

程の基準内になるように学習指導要領が改訂されるまでとする。 

(4) 事業により実施される行為や整備される施設などの詳細 

喜多方市内の実施を希望する小学校において，３年生から６年生までの教育

課程に「農業科」を新設する。 

農業科の年間授業時数は，各学年とも 35 時間（あるいは 45 時間）とし，総

合的な学習の時間の移行により確保する。 

また，授業時数については，毎年度農業科の学習の評価を行い，授業時数を

検討していく。なお，評価内容及び評価方法については，喜多方市小学校農業

科委員会を設置し，検討を行い決定するものとする。 

年間指導計画については，喜多方市教育委員会小学校農業科指導要領に基づ

き，各学校の実態や特色を生かして各学校で作成するものとする。なお，農業

科で使用するテキストについては，喜多方市小学校農業科テキスト作成委員会

で作成し，各校に配布するものとする。 
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５ 当該規制の特例措置の内容 

(1) 取組の期間 

平成 19 年 4 月 1 日から「農業科」を新設し実施する。 

また，特例措置の適用の効果を一層高め，農業科学習の充実を図るため，喜

多方市小学校農業科委員会において毎年度本取組の効果の検証を行ないながら，

教育課程の見直しを図っていく。 

(2) 教育課程の基準によらない部分 

① 学校教育法施行規則第 24 条１項で規定する教科の他に，小学校３年生から小

学校６年生まで「農業科」を加える。 

② 学校教育法施行規則第 24 条 2 項で規定する授業時数を改める。 

小学校３年生から小学校６年生までの農業科の年間授業時数を 35 時間（ある

いは 45 時間）とし，総合的な学習の時間から移行する。 

③ 学校教育法施行規則第 25 条で規定する内容に加え，「農業科」の教育課程を編

成する。 

(3) 計画初年度の教育課程の内容等 

① 実施内容 

ａ 農業科の設置 

喜多方市内の実施を希望する小学校において，小学校３年生から小学校６

年生までの教育課程に「農業科」を新設する。 

農業科の授業時数は，小学校３年生から小学校６年生まで 35 時間（あるい

は 45 時間）とし，総合的な学習の時間からの移行により確保する。 

ｂ 農業科の内容 

     これまでも，市内の小学校においては，総合的な学習の時間の中で年間 10

時間程度の農作物栽培活動に取り組んできているが，その内容は農作業の一

部の体験でしかなかった。 

     そこで，「農業科」を新設し，週１時間程度農業活動に充てる時間を確保

し，「土作り→種まき→植え付け→除草・肥・水の管理→収穫→加工・調理」

という一連の活動を通して，農業のもつ教育的価値を活かした学習を進め，

児童の「豊かな心」「社会性」「主体性」等の育成をめざすものである。 
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ｃ 教育課程年間授業時数 

〈学校教育法施行規則に定められる標準授業時数〉 

各教科の授業時数 

区  分 
国

 

語

社 

 

会 

算 

 

数 

理

 

科

生

 

活

音

 

楽

図

画

工

作

家

 

庭

体

 

育

道

 

徳

特 

別 

活 

動 

総合 

的な 

学習 

総 

授 

業 

時 

数 

第１学年 272   114  102 68 68  90 34 34   782

第２学年 280   155  105 70 70  90 35 35   840

第３学年 235 70 150 70  60 60  90 35 35 105 910

第４学年 235 85 150 90  60 60  90 35 35 105 945

第５学年 180 90 150 95  50 50 60 90 35 35 110 945

第６学年 175 100 150 95  50 50 55 90 35 35 110 945

 

〈平成 19 年度教育課程年間授業時数〉 

各教科の授業時数 

区  分 
国 

 

語 

社 

 

会 

算 

 

数 

理

 

科

生

 

活

音

 

楽

図

画

工

作

家

 

庭

体

 

育

道

 

徳

特

別

活

動

農 

 

業 

総合 

的な 

学習 

総

授

業

時

数

第１学年 272   114  102 68 68  90 34 34    782

第２学年 280   155  105 70 70  90 35 35    840

35 70 
第３学年 235 70 150 70  60 60  90 35 35

45 60 
910

35 70 
第４学年 235 85 150 90  60 60  90 35 35

45 60 
945

35 75 
第５学年 180 90 150 95  50 50 60 90 35 35

45 65 
945

35 75 
第６学年 175 100 150 95  50 50 55 90 35 35

45 65 
945

 

  ※ 小学校３年生から小学校６年生までの農業科及び総合的な学習の時数につい

ては，上段が実施希望校の熊倉小学校及び堂島小学校の時数，下段が熱塩小学

校の時数である。 
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② 農業科の目標及び内容について 

a 目 標 

「なすことによって学ぶ」精神に基づき，農作業の実体験活動を重視した

教育を展開する。 

ア 農作業の実体験を通して，自然の係わり合いの複雑さについて理解し，

他の生き物と共存することの大切さを理解することができるようにする。 

イ 農作業の実体験を通して，食べることの意味を理解し，生命の大切さを

理解できるようにする。 

ウ 農業に必要な気象，土壌，生物等の基本的な知識を習得すると共に，将

来を予測し，計画的に農業に取り組むことができるようにする。 

b 農業科の実施の方針 

ア 体験的な学習を重視し，土に親しむということを中心に農業についての

学習を進めるようにする。 

イ 教科指導との関連を図りながら，気象，土壌，生物等についての基本的

な知識を習得できるようにする。 

ウ ３・４年生では，主として農作業を中心に学習を進め，５・６年生にお

いて「健康」や「生命」いわゆる「食育」との関係について学習を進める

ようにする。 

エ ５・６年生では，記録をとりながら将来を予測し，計画的に農業に取り

組む基礎的な力を養うことができるようにする。 

オ 農業科の時間は，直接的な農作業体験の時間とし，「生命の尊重」「健康」

「環境」「食物」などに関する事柄は，各教科や道徳，特別活動との関連の

中で指導する。 

カ 地域との連携を重視し，地域のボランティアの支援を受けながら活動に

取り組む。 

c 各学年の指導内容 

ア 小学校３年生 

      １年間の農作業の体験を通して，継続して作物の世話をすることの大

切さを学ぶことができるようにする。 

イ 小学校４年生 

      農作物を育てるためには，土作りや苗作り，除草等個々のきめ細かな

作業が大切であることを理解できるようにする。 

ウ 小学校５年生 

      １年間の農作業を通して，食と健康との係わりについて学習し，食を

守るための農業の大切さについて理解することができるようにする。 

エ 小学校６年生 

      １年間の農作業を通して，自然界には様々な生命が息づいていること

や環境を守りながら自然と人間が共生することの大切さを理解するこ

とができるようにする。 
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ｄ 実施の方法  

ア 実施希望校に「農業科」を設置し授業を行なう。 

イ 栽培する作物については，児童数，実習園の面積等，各学校の実態に即

して決定する。なお，水稲以外の作物については，児童一人ひとりが責任

をもって栽培できるように配慮する。 

エ 児童用のテキストについては，平成 20 年度配布をめざして，平成 19 年

度中に喜多方市小学校農業科テキスト作成委員会で作成する。 

ウ 教師用指導書については，当分の間農業高校で使用する教科書を活用す

ると共に，農業高校の教員等を講師に招いて農業研修会を年数回実施し，

小校教諭等の指導力の向上を図る。 

オ 実施希望校には，教員及び児童への指導援助等を行う農業科支援員を配

置し，各校における農業科の学習が円滑に進められるようにする。 

 

(4) 本計画と憲法，教育基本法，学校教育法に示す学校教育の目標との関係について 

① 農業科の学習を通して，豊かな心の育成や社会性等を育成することは，育基本

法第１条(教育の目標)及び同第２条(教育の方針)に掲げる内容を具現化するも

のである。 

② 農業科の学習において，「生命の尊重」「環境」「健康」「食物」などについ

て農業の体験活動を通して理解を深めることは，学校教育法第 18 条の２，同条

の６の目標の具現化を図るものである。 

③ 教育課程の基準によらない教育課程の弾力的な対応については，学校教育法

施行規則第 26 条の２により，小学校の農業科教育が地域の特色や特性を活か

した教育に資するものとし，「総合的な学習」の一部としての学習ではなく，

教科の学習として定着させ，将来にわたって「環境」や「食育」等について考

える基礎的能力の育成を図るものとする。 

④ 農業科の学習において，児童一人ひとりが作物の成長にあわせて管理の仕方

等を考えながら責任をもって作物を栽培することは，総合的な学習の目標であ

る「 自ら課題を見付け，自ら学び，自ら考え，主体的に判断し，よりよく問

題を解決する資質や能力を育てること」等を十分達成できるものであると考え

られる。 

 

 よって，本計画は憲法，教育基本法上の理念，及び学校教育法に示されている 

学校教育の目的を踏まえているものと考える。 
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